
４　主要事業一覧

◎ 信州ＡＣＥ（エース）プロジェクトの推進／疾病予防の推進

1 信州ＡＣＥ（エース）プロジェ

クト推進事業費

[050501][051001]

　１　信州ＡＣＥ（エース）プロジェクト普及発信

 【新】・循環器予防に資する測定機器を希望する市町村等へ貸与し、体験型

　　　  普及啓発活動を支援　　　

　　 　・スマートフォンアプリを用いた事業所対抗の参加型ウォーキングを開催

　　 　・外食・中食における健康に配慮したメニュー提供を促進

　２　フレイル※予防推進

 【拡】・健康運動指導士等を市町村などへ派遣してフレイル・転倒防止を促進

　 　　・検討会の開催により、市町村等における取組・好事例を横展開
    　　　　※ フレイル・・・加齢により筋力や認知機能が低下し、要介護状態の危険性が高まった状態

　３　国民健康保険市町村支援

 【拡】・糖尿病性腎症・慢性腎臓病を一体化させた支援体制を検討

 【新】・歯科レセプトと医療レセプト等の相関分析や歯科衛生士の派遣により、

　　　　市町村の検診・保健指導体制を支援

*健康づくりのために運動に関する取組を行っている者の割合： 

　72.7%（2022年度）→維持・向上（2023年度）

*特定健診受診率：60.2%（2019年度）→66.0%（公表値）（2023年度）

*健康づくりのために食生活に関する取組を行っている者の割合：

健康増進課 　85.2%（2022年度）→維持・向上（2023年度）

介護支援課 R５要求

2 歯科口腔保健総合推進対策

事業費

[050501]

健康増進課 R５要求

ライフステージに応じた歯科口腔の健康づくりを充実させるとともに、すべての
県民が住み慣れた地域において、生涯を通じて必要な歯科口腔の保健医療
サービスを受けられる体制の構築を目指します。

　１　市町村支援と普及啓発（一部再掲）
　【新】・歯科レセプトと医療レセプト等の相関分析や歯科衛生士の派遣に
　　　　　より、市町村の検診・保健指導体制を支援
　　　　・フッ化物応用マニュアルの改訂と推進研修会の開催
　　　　・オーラルフレイル※対策の普及啓発
 　 　　 ※ オーラルフレイル・・・口腔機能の軽微な低下等、口に関する些細な衰え

　２　保健医療体制の構築と人材育成
　　　　・在宅重度心身障がい児・者への訪問歯科検診
　　　　・在宅歯科医療・オーラルフレイルに関する相談窓口の設置
　　　　・歯科衛生士の養成確保や復職の支援

*定期的に歯科検診を受診する者の割合：33.4％（2019年度）→増加（2023年度）

56,044 R４当初 27,258

（別紙３）

健康福祉部

事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

　　　※ 【新】：新規事業
 　　 　　【地】：地域振興局長からの提案、意見等反映事業

県民の健康課題を「見える化」し、市町村・保険者等が行う保健事業や企業の
健康づくりの取組を支援するとともに、県民の生活習慣の改善に向け、運動
（Ａ）、健診（Ｃ）、食（Ｅ）に係る情報発信・環境整備を実施します。

53,200 R４当初 33,881

(健康福祉部-1)



事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

3 国民健康保険市町村保健

事業支援事業費

[050601]

*保険者努力支援制度（都道府県分）全国順位： 

　10位（2022年度)→前年度以上（2023年度)

*保険者努力支援制度（市町村分）全国順位：

　6位（2022年度）→前年度以上（2023年度)

国民健康保険室 R５要求

◎ 医療提供体制の充実

4 福祉医療費給付事業費

[050102]

健康福祉政策課 R５要求

乳幼児等、障がい者、ひとり親家庭等の経済的負担を軽減し、福祉の向上を
図るため、市町村が行う医療費助成事業の支援をします。

　１　福祉医療費給付事業補助金
　　 　・市町村が行う乳幼児等、障がい者、ひとり親家庭等に対する福祉医療
　　  　 費給付事業へ補助金を交付

　２　国民健康保険特別会計繰出金
　　 　・中学校卒業までの子どもの医療費の現物給付化により生じる国民健康
　　  　 保険国庫負担金等の減額調整額相当額を繰出

4,865,445 R４当初 4,715,194

医療費適正化を図るため、特定健診受診率向上、糖尿病等生活習慣病重症
化予防や適正服薬指導等において、市町村の保健事業を支援します。

【新】 ・高血圧性疾患等の生活習慣病治療中断者等への受診勧奨支援
　　　 ・薬剤師と連携した適正服薬指導への支援
　　　 ・健診予約情報をICTで一元管理する仕組みをモデル市町村で実施
　　　 ・国保ヘルスアップ支援員を県保健所に設置し、KDB（国保データベー
　　　　ス）システムにより管内市町村の分析、課題の把握を実施
　　 　・KDBデータの分析結果を活用し、市町村のデータに基づいた健康課題
　　　　の設定及び保健事業実施計画立案を支援
 　　　・小規模市町村に対するアドバイザーの派遣

134,495 R４当初 125,396

(健康福祉部-2)



事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

5 地域医療介護総合確保事業

費

[050201][050301][050302]

[050401][050501]

[050701][050702][050703][050704]

[051001][051002][051101][051301]

健康福祉政策課

医療政策課

医師・看護人材確保対策課

地域福祉課

健康増進課

保健・疾病対策課

介護支援課

障がい者支援課

薬事管理課 R５要求 7,305,158 R４当初 5,322,939

団塊の世代がすべて75歳以上となる2025年に向け、地域医療構想・高齢者プ
ランを推進し、できる限り住み慣れた地域で安心して医療・介護サービスが受
けられる環境を整備するため、地域医療介護総合確保基金を活用し、医療・介
護サービス提供体制の確保・充実を図ります。

　１　病床機能分化・連携推進事業
　　   ・回復期病床への転換や地域の医療提供体制における脆弱な分野又は
　　     専門性の高い分野の強化を行う医療機関の施設整備等を支援
　　   ・圏域間連携による医療提供体制の充実を図るため、基幹的な役割を担
         う医療機関の設備整備等を支援
　　   ・地域医療構想の推進に向けた協議を行うため地域医療構想調整会議
         を開催するほか、県民啓発のためのシンポジウムを開催

　２　在宅医療推進事業
　　   ・往診や在宅看取りに係るオンコール体制の整備に必要な費用等を支援
　　   ・看護師等の資質向上研修を実施
　
　３　介護施設等整備事業
　　   ・認知症グループホームや小規模多機能型施設などの地域密着型施設
　 　    の創設や、施設における看取り環境の整備費等を助成
　　   ・特別養護老人ホーム等の円滑な開設等に必要な経費を助成
　　   ・介護療養型医療施設から介護医療院等への転換に必要な経費を助成
　　   ・高齢者施設内の簡易陰圧装置設置のほか、生活空間等の区分けを行う
         ゾーニング環境の整備費を助成
　
　４　医療従事者確保・養成事業
　　   ・「16　医師確保等総合対策事業費」及び「17　看護職員確保対策事業
         費」参照

　５　介護従事者確保事業
　　   ・「18　福祉・介護人材確保対策事業費」参照

　６　薬剤師復職・就業支援事業
　　   ・薬剤師の確保を図るため、病院・薬局等と連携した実務研修会や相談
　　    会等を実施し、円滑な就業を支援

(健康福祉部-3)



事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

6 救命救急医療対策事業費

[050202]

*救命救急センターの充実度評価A以上の割合：

　100％（2021年度）→100％（2023年度）

医療政策課 R５要求

7 小児慢性特定疾病対策推

進事業費

[050701]

*小児慢性特定疾病に係る医療費の助成：1,380人（2023年度）

保健・疾病対策課 R５要求

8 難病対策推進事業費

[050703]

保健・疾病対策課 R５要求

9 がん対策推進事業費

[050702]

保健・疾病対策課 R５要求

[債務負担行為額]

患者の状態に応じた適切な救急医療の提供や、災害時においても必要な医療
を確保できるよう、体制を整備します。

　１　救急医療体制の整備
　　　 ・重篤救急患者の医療を確保するため、救命救急センターの運営費を支
         援
　　　 ・全県をカバーする広域救急搬送体制を確保するため、ドクターヘリ２機
　　　  の運航を支援
　　　 ・病院群輪番制病院の設備整備等を支援

　２　災害医療体制の整備
　　　 ・災害、救急医療体制を協議するため、専門家による連絡会を開催
　　　 ・災害医療関係者の資質向上のための研修を実施
　　　 ・災害拠点病院の設備整備等を支援

1,102,521 R４当初 1,127,863

*難病相談支援センター等における相談対応件数：8,400件（2023年度）

難病患者が安心して療養生活を送れるよう、適切な医療や相談支援が受けら
れる体制の整備や医療費の一部助成等の支援を行います。

　　　 ・難病診療連携コーディネーターの配置
　　　 ・難病相談支援センターの設置
　　 　・難病患者支援者への機器等の取り扱いに関する研修の開催
　　 　・指定難病等の治療に係る医療費の一部助成

2,645,558 R４当初 2,474,230

[R4.9月補正] [5,943]

がんの予防、早期発見から医療、就労支援まで広範にわたる対策を総合的に
実施します。

　　　 ・「がんと向き合う週間」を中心とした、がん検診等の普及啓発の実施
　　　 ・がん検診の精度管理、全国がん登録の推進
　　　 ・がん医療従事者に対する研修会経費の補助
　　　 ・がん診療連携拠点病院等への運営費補助、施設・設備費補助
　　　 ・社会保険労務士によるがん患者への両立支援・就労相談の実施
　　　 ・小児・AYA※1世代がん患者等妊孕性※2温存治療費の助成
　　　　　　※1 AYA・・・Adolescent and Young Adult（思春期・若年成人）の略
　　　　　　※2 妊孕性（にんようせい）・・・男女問わず「妊娠するための力」の意味

192,628 R４当初 195,556

[469]

*がん診療連携拠点病院等への補助：11施設（2023年度）

小児慢性特定疾病児童等が病気を抱えながらも健全に成長し、就学や就職等
を目指すことができるよう、適切な医療や相談支援が受けられる体制の整備や
医療費の一部助成等の支援を行います。

　　　・小児慢性特定疾病児童等自立支援員の配置
　　　・小児期から成人期への移行期にある慢性疾病患者に対する支援
　　　・小児慢性特定疾病に係る医療費の一部助成

419,151 R４当初 389,620

[R4.9月補正] [200]

(健康福祉部-4)



事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

10 精神医療対策事業費

[050704]

保健・疾病対策課 R５要求

11

[050302][050402][050701]
[050801][050901][051001]
[051101]

医療政策課
医師・看護人材確保対策課
地域福祉課
保健・疾病対策課
感染症対策課
ワクチン接種体制整備室

介護支援課 *新型コロナウイルス感染症重症者割合：0.02％（2022年度）→0.02％（2023年度）

障がい者支援課 R５要求

12 新型コロナウイルス感染症

対策事業費（福祉分）

[050402][051001][051101]

地域福祉課

介護支援課

障がい者支援課 R５要求

新型コロナウイルス感染症
対策事業費（医療分）

県民の命と健康を守るため、適切に診療・検査・療養が行えるよう医療・検査体
制を確保するとともに、ワクチン接種を推進します。

　１　医療体制の確保
　　   ・病床確保のため、患者受入医療機関に病床確保料を補助
　　   ・軽症者等が療養するための宿泊療養施設の設置・運営
　　   ・コロナ対応の医療従事者のための宿泊施設確保費用を補助

　２　検査体制の確保
　　   ・相談先医療機関の案内等を目的とした「受診・相談コールセンター」の
　　   　設置・運営
　   　・検査に必要な診察と検体の採取を集中的に行う「外来・検査センター」
　   　　の設置・運営
　   　・感染症法に基づく行政検査の実施
　   　・変異株の発生監視及び感染経路の追究のため、ゲノム解析を実施
　　   ・高齢者施設等が実施する自主検査費用を補助
　　   ・感染拡大傾向時、県の要請により無症状者が受ける検査を無料化

　３　ワクチン接種の推進
　　   ・ワクチン接種に協力する医療機関への支援
　　   ・団体接種を実施する中小企業や大学等への支援
　　   ・県が運営する集団接種会場の設置
　　   ・副反応を疑う症状に対する２次対応及び３次対応の受入体制を整備
　     ・新型コロナワクチン接種に関する専門的な助言・指導を得るため、アド
         バイザーチームを設置

42,108,441 R４当初 40,883,276

[R4.6月補正等］ [3,138,122]

感染防止対策を徹底し、コロナ禍においても必要なサービスが提供できるよう
福祉施設等を支援します。

　　　 ・施設内の職場環境復旧に係る費用や、緊急時の介護人材確保に係る
　　　　費用等、サービス継続に必要なかかり増し経費を補助
　　　 ・感染が発生した施設への応援職員派遣に係る経費を補助
　　　 ・高齢者施設内の簡易陰圧装置設置のほか、生活空間等の区分けを行
          うゾーニング環境の整備費を助成（再掲）

1,206,622 R４当初 71,821

[143,331]

*精神医療審査会の開催：20回（2023年度）

精神障がいのある人が地域で安心して自分らしい暮らしができるよう、適切な医
療・相談支援を受けられる体制の整備や、医療費の軽減措置等の支援を行い
ます。

　　　 ・地方精神保健福祉審議会、精神医療審査会の開催
　　　 ・自立支援医療費（精神通院医療費）の公費負担
 　　　・災害派遣精神医療チーム（DPAT）の体制整備・強化
　 　　・てんかん診療拠点機関を中心とした専門的な相談支援及び治療体制
         の整備　等

2,938,010 R４当初 2,966,625

[R4.11月補正］

(健康福祉部-5)



事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

◎ 地域包括ケア体制の確立

13 地域包括ケア体制推進事
業費

[051001]

介護支援課 R５要求

14 社会福祉活動支援事業費

[050401]

地域福祉課 R５要求

高齢者が住み慣れた自宅や地域で安心して暮らし続けられる「地域包括ケア
体制」を推進します。

　　　 １　地域包括ケア構築推進事業
　   　     ・専門職等で構成する支援チームの派遣・協働により、市町村におけ
              る取組を、それぞれの課題に応じて伴走支援
　　        ・24時間在宅ケアサービスに加え、居宅への訪問や施設への通所、
              宿泊を可能とする多機能型サービスの普及・展開を促進
　　        ・中山間地域の介護・生活支援サービスの確保のための研修会の開
              催、事業所の体制整備等に取り組む市町村に対して支援

　　　 ２　生活支援・介護予防推進サポート事業
　　        ・生活支援コーディネーター、就労的活動支援コーディネーターの養
              成及び資質向上のための研修会を実践事例の提供等具体的な提
              案を行い開催
　　        ・移動サービスの立ち上げにおいて必要となる制度理解を支援するた
              め相談体制の整備及び情報提供の実施
 　　       ・住民主体の通いの場の充実に向け、アドバイザーを市町村に派遣
              するほか、リハビリテーション専門職等の派遣や圏域ごとの共有の場
              を開催し、効果的・効率的な介護予防の推進を支援
　　        ・市町村において効果的な介護予防事業を展開するため、フレイル予
              防等に関する知識等の習得を目指す研修会を開催

【新】 ３　第９期長野県高齢者プラン策定事業
　　　      ・老人福祉法及び介護保険法に基づき、介護サービス基盤等の整備
              目標や、取り組むべき高齢者福祉施策について定めた「長野県高齢
              者プラン」（計画期間：R6～R8）を策定

　 *要介護（要支援）認定率の全国順位（低い順）（調整済み認定率）：
　　全国３位13.8%（2022年3月）→全国上位を維持（2023年3月）
　 *在宅での介護老人福祉施設入所希望者数の減少：
    1,945人（2020年度）→減少（2023年度）

40,846 R４当初 44,714

住民参加の地域福祉活動を推進し、県民の福祉の向上を図るため、長野県社
会福祉協議会が実施する社会福祉事業等に対し助成します。

　　   　　 ・福祉サービスの利用手続き、日常的な金銭管理等の援助
　　   　　 ・福祉サービスに関する苦情解決
　　   　　 ・生活福祉資金の貸付
　　   　　 ・ボランティア活動、住民支え合い活動の支援
　　   　　 ・災害時における福祉支援体制の強化

215,190 R４当初 223,612

[R4.5月専決] [754,125]

(健康福祉部-6)



事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

15 認知症施策総合推進事業費

[051001]

*企業・職域型の認知症サポーター累計養成者数：38,000人（2023年度）

介護支援課 R５要求

◎ 医療・福祉人材の確保

16 医師確保等総合対策事業費

[050301]

*人口10万人当たり医師数：243.8人（2020年）→250人（2023年）

医師・看護人材確保対策課 R５要求

17 看護職員確保対策事業費

[050302]

医師・看護人材確保対策課 R５要求

認知症の人ができる限り住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、医療・介護・
福祉の充実と連携による総合的な支援を行います。

　　　     ・認知症疾患医療センターの運営費補助
　　   　  ・医療従事者向け認知症対応力向上研修の実施
　　　     ・チームオレンジコーディネーター研修の実施
　　　     ・認知症施策推進懇談会の開催
　　　     ・若年性認知症支援コーディネーターの配置

70,334 R４当初 71,869

医師の不足や地域・診療科偏在を解消するため、即戦力医師の確保や働き方
改革の推進等により、医師の確保・養成・定着を図ります。

　　　１　ドクターバンク事業
　　　 　  ・即戦力となる医師の確保を図るため、医師の無料職業紹介を実施

【拡】２　医学生修学資金等貸与事業
　　　 　  ・医学部地域枠をはじめ将来県内の医療機関に勤務しようとする
             医学生等に対し、修学資金等を貸与

　　　３　地域医療人材ネットワーク構築支援事業
　　　 　  ・地域医療人材拠点病院等から医師不足病院等への医師派遣を支
             援、臨床研修医の確保に向けたＰＲ

　　　４　医師の勤務環境支援事業
　　　 　  ・2024年４月から適用開始となる医師の時間外労働上限規制に向け、
　　　　　  勤務環境の改善に取り組む医療機関を支援

774,801 R４当初 748,053

988,195 R４当初

誰もが安心して適切な医療・介護を受けられるよう、看護職員の新規養成、資
質向上・離職防止、再就業促進に取り組み、安定的な確保を図ります。

　　　１　看護師等養成所運営費補助金
　　　　　 ・看護師等養成所における教育条件の改善及び適正化を図るため、
　　　　　　運営費を支援

【拡】２　特定行為研修受講支援事業
　　　　　 ・在宅医療に係る特定行為研修の受講に要する経費を支援

　　　３　病院内保育所運営費補助金
　　　　　 ・看護職員・女性医師等の働きやすい環境を整備することにより
　　　　　　離職防止等を図るため、病院内保育所の運営費を支援

【拡】４　長野県ナースセンター運営事業
　　　　　 ・潜在看護職の再就業支援、看護職員の離職防止、看護に関する
　　　　　　啓発活動等の取組を実施

*人口10万人当たり就業看護職員数：
　1490.3人（2020年）→1490.3人以上（2023年）

753,120

(健康福祉部-7)



事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

18 福祉・介護人材確保対策事
業費

[050401][051002]

地域福祉課
介護支援課 R５要求

◎ 食品・医薬品等の安全対策の推進

19 食品衛生監視指導事業費

[051202]

*食品関係施設への監視指導実施率：96％(2021年度)→100％(2023年度)

食品・生活衛生課 R５要求

20 医薬品等監視指導事業費

[051301]

*薬事監視実施率:30%以上（2023年度）

薬事管理課 R５要求

飲食に起因する危害の発生を未然に防止するため、食品関係施設への監視
指導やＨＡＣＣＰに沿った衛生管理に関する助言等を実施し、県内で製造・加
工される食品の安全性をより高め、県民の食生活の更なる向上を図ります。

　　　 ・広域食品衛生監視専門班及び保健福祉事務所食品衛生監視員による
　　     監視指導
　　　 ・ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の実施状況の確認及び検証
　　　 ・食品衛生推進員による食品関係営業者に対する助言等

21,065 R４当初 20,809

医薬品等の品質、有効性及び安全性を確保するため、医薬品等の製造販売
業者・製造業者・販売業者への監視指導を実施するとともに、資格者の確保及
び資質向上を図り、薬局・病院・診療所における医薬品等の適正な取扱いを目
指します。

　　　 ・薬事監視員による許認可及び監視指導を実施
　　　 ・事業者の資質向上を図るための研修会を開催

31,231 R４当初 21,178

介護分野の人材不足の解消を図るため、新卒者・求職者をはじめとする多様な
人材の入職の促進、福祉・介護人材の資質の向上及び定着支援・離職防止の
取組を実施します。

　１　入職の促進
　　   ・介護職を目指す学生や福祉系高校生、他業種で働いていた者等に対
　　　   して資金を貸付け
　　   ・派遣就労による施設での仕事等の体験後の就労及び資格取得を支援
　　   ・外国人介護人材の受入促進のため、日本語学習や介護技術の習得を
　　　  支援
　
　２　資質の向上
　　   ・新任、中堅、リーダー、管理者といった段階ごとに共通して求められる
　　　  資質・能力の習得を目的とした福祉職員生涯研修を実施
　　   ・職員のキャリアアップや資質の向上、訪問介護員養成等のため、介護
　　　  技術等に関する研修を介護事業所へ訪問して実施
　　   ・資格取得を支援するため、介護事業者が負担する介護職員初任者研
　　　  修や実務者研修の受講費用を助成

　３　定着支援・離職防止
　　   ・介護事業所の生産性向上や職員の負担軽減を図り、イメージアップに
　　　  つなげるため、介護ロボットやICTの導入を支援
　　   ・チームケアを推進するため、介護助手等多様な人材の活用や多職種連
　　　　携に取り組む介護事業所を支援
　　   ・介護事業所の職場環境改善等を図るため、アドバイザーの派遣や人材
　　　　確保・定着支援セミナーを実施

*介護ロボット・ICT導入支援事業所数（法人数）：50法人（2023年度）
*認知症介護従事者研修修了者数：600人（2023年度）

514,326 R４当初 494,166

(健康福祉部-8)



事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

◎ 自殺対策の推進

21 自殺対策推進事業費

[050704]

*自殺死亡率（人口10万人あたりの自殺者数）：16.5（2016年）→13.6以下（2022年）

保健・疾病対策課 R５要求

【新】

22 子ども等自殺対策強化事業

費

[050704]

保健・疾病対策課 R５要求

◎ 文化芸術の力を様々な領域へ拡大

23 障がい者芸術文化活動普
及支援事業費

[051102]

障がい者支援課 R５要求

創作環境の整備と発表機会を拡充し、障がい者が芸術文化活動に参加する環
境を整備します。

　　　・長野県障がい者芸術文化活動支援センター（愛称：ザワメキサポートセ
　　　　ンター）の運営
　　　・芸術文化活動に取り組む事業所等に対する相談支援・情報提供
　　　・各種研修会や出前ワークショップ等を通じた芸術文化活動を支援する人
　　    材の育成

*障がい者芸術に係る人材育成研修の累計参加者数：70人（2023年度）

9,566 R４当初 9,566

*20歳未満の自殺死亡率：3.00（2016年）→0（2022年）

誰も自殺に追い込まれることのない信州を実現するため、市町村、関係機関、
民間団体等と連携し、自殺対策を推進します。

　　　・ゲートキーパーや地域人材の養成研修会の開催
　　　・自殺予防週間（9/10～16）及び自殺対策強化月間（3月）を中心とした
         普及啓発・相談窓口の周知
　　　・弁護士会と連携した「くらしと健康の相談会」の開催
　　　・自殺対策に取り組む市町村、民間団体等への助成
　　　・「長野県自殺対策推進センター」における市町村計画の推進支援　等

58,445 R４当初 65,598

子どもの自殺ゼロを目指し、子どもの自殺対策の取組を強化するほか、自殺の
再企図の可能性が高く、女性や若者が多くを占める自損行為等による救急搬
送者への支援体制を構築します。

　　　・子どもの自殺危機対応チームの体制強化
　　　・子どもの潜在的自殺危機を早期発見するためのシステムの導入
　　　・自殺未遂者の支援体制の構築

49,411 R４当初 0

(健康福祉部-9)



事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

◎ 「信州やまなみ国スポ・全障スポ」の成功に向けた準備の実施／誰もが様々な形で
　 スポーツに参画し、楽しさや喜びを感じられる機会の充実

24 障がい者スポーツ振興事業
費

[051102]

障がい者支援課 R５要求

◎ 妊娠・出産の安心向上

25 母子保健等推進事業費

[050701]

*不妊・不育専門相談センター相談対応件数：350件（2023年度）

保健・疾病対策課 R５要求

26 小児・周産期医療体制整備

事業費

[050701]

*小児救急電話相談（#8000）の相談対応件数：10,695件（2023年度）

保健・疾病対策課 R５要求

◎ 困難を抱える子ども・若者や家庭の支援
【新】
27 生活保護世帯の子どもの進

学支援事業費

[050402]

*大学等進学率：30.5％(2020年度卒業生)→37％(2027年度卒業生)

地域福祉課 R５要求

誰もがスポーツに親しめる環境づくりと2028年全国障害者スポーツ大会の本県
での開催に向けて、障がい者スポーツの各種大会の開催、競技スポーツの普
及、障がい者スポーツの理解促進、指導員養成や競技団体強化等を行いま
す。

【新】・2028年全国障害者スポーツ大会の本県開催に向けて競技役員を養成
　　　・スポーツを通じた共生社会づくりを目指す「パラウェーブＮＡＧＡＮＯプ
　　　　ロジェクト」の推進

　 *「パラ学」（県独自のパラスポーツ体験型授業）の実施クラス累計数：
　　 155クラス（2022年度見込み）→230クラス（2023年度）

50,488 R４当初 46,100

[R4.9月補正] [11,922]

生活保護世帯であることを理由に大学等への進学を諦めることのないよう、高
校等卒業年度及びその前年度における費用を助成します。

　　  ・学習塾に要する費用
　　　・模試代に要する費用
　　　・大学等受験に要する費用

12,276 R４当初 0

妊娠から子育て期にわたり切れ目なく支援するため、市町村母子保健事業の
支援を行うとともに、不妊・不育症に関する相談や検査・治療費用の一部を助
成します。

　　　・市町村母子保健事業への専門的・技術的支援
　　　・夫婦がともに受けた不妊に関する検査費用の一部助成
　　　・不妊治療を受けている夫婦に対する治療費用の一部助成
　　　・不妊・不育専門相談センターにおける相談、情報提供の実施

161,245 R４当初 376,001

安心して出産・子育てできるよう、周産期医療機関の連携による搬送体制の確
保、小児の夜間の急病等に対応する体制を整備します。

　　　・周産期母子医療センター等の運営費を助成
　　　・小児の夜間の急病等にかかる電話相談を実施
　　　・小児初期救急医療施設をセンター方式で運営する市町村等への補助

334,618 R４当初 331,307

(健康福祉部-10)



事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

28 困難を抱える子どもへの動
物介在活動による支援事業
費

[051203]

*参加した児童生徒の人数：68人（2021年度）→80人（2023年度）

食品・生活衛生課 R５要求

◎総合的な人権施策の推進
【新】
29 がん患者へのアピアランス

ケア助成事業費
[050702]

*がん患者へのアピアランスケア助成事業を全市町村が実施

保健・疾病対策課 R５要求

◎障がい者共生社会の実現

30 障がい者共生社会づくり体
制整備事業費
[051101][051103]

*障がい者共生条例に関する出前講座の累計参加者数：900人（2023年度）

障がい者支援課 R５要求

動物とのふれあいや世話体験等を通じて、不登校など困難を抱える子どもを支
援する事業を動物愛護センターから地域へ展開します。

　　　・動物愛護センターと市町村、支援団体等との共催の動物介在活動を
　　    県内各地で実施
　　　・地域での取組の基盤づくり、人材育成
　　　・支援団体を核とした地域での動物介在活動の実施

12,099 R４当初 13,743

障がいを理由とする差別の解消や障がい者の権利擁護等を推進し、障がいの
有無にかかわらず誰もが地域で安心して暮らすことのできる社会の実現に向け
た体制を整備します。

　　　・優れた合理的配慮を提供する事業所「ともいきカンパニー」の認定
　　　・イベント会場において、障がいの世界や障がい者スポーツ等を体験でき
　　    るブースを開設
　　　・「医療的ケア児等支援センター」による相談支援・人材育成
　　　・総合リハビリテーションセンターに公営企業会計を導入し、社会復帰を目
　　    指す中途障がい者へのリハビリテーション機能の強化と、安定的なサー
　　　  ビス提供体制を構築
　　　・障がい特性に配慮した居住エリアを西駒郷に整備

1,796,102 R４当初 1,611,277

がんの治療により外見に変容が生じた方の就労や社会参加の促進、療養生活
の質の維持向上のため、外見の変容を補完する補正具等の購入費用の一部
を助成します。

　　　・市町村が実施する助成事業に対して費用を補助

7,000 R４当初 0

(健康福祉部-11)



事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

31 障がい者就労支援事業費

[051102]

障がい者支援課 R５要求

◎ 生活困窮者等の援護を要する人々の支援

32 生活困窮者セーフティネット
構築支援事業費

[050402]

地域福祉課 R５要求

33 ひきこもり支援推進事業費

[050401]

地域福祉課 R５要求

障がい者の地域で経済的に安定した生活を支援するため、障がい者の工賃向
上の支援や企業等への就労を促進します。

　　　　　 ・障がい者就労施設と地域の連携を促進するコーディネーターを配置
　　　　　 ・障がい者就労施設と農業分野のマッチングを強化
　　　　 　・職場実習を支援するコーディネーターの派遣や職場実習に係る経
        　 　費を助成
　　　　 　・知的・精神障がい者をチャレンジ雇用職員として雇用し、障がい者活
　　    　 　躍サポーターによる個別支援により、職場定着と一般就労へのステッ
　　    　 　プアップを支援

*就労継続支援Ｂ型事業所の月額工賃実績：
  16,153円（2021年度）→21,000円（2023年度）

142,698 R４当初 129,843

コロナ禍において物価高騰等に直面する生活困窮者を支援するため、県民の
ニーズの高い支援を集中的に実施します。

　　　１　食料支援セーフティネット構築支援事業
　　　　　 ・長野県社会福祉協議会内に「長野県フードサポートセンター」を
　　　　     設置し、食料支援体制を強化

　　　２　生活困窮者への生活必需品支援事業
　　　　　 ・まいさぽ窓口において、生活必需品の支援を実施

【新】３　生活困窮者居住・就労支援事業
            ・住まい・就労に課題を抱える者を支援するために必要な人員体制
　　　  　   を整備

*県の生活就労支援センター（まいさぽ）の支援による就労・増収者数：
  150人（2023年度）

65,420 R４当初 0

[R4.6月補正等] [46,139]

ひきこもり状態の方やその家族が抱える課題解決に向けて、地域住民や支援
者のひきこもりに対する理解を深めるとともに、地域の相談支援体制の構築及
び多様な居場所の設置を推進します。
　
            ・ひきこもりに対する理解を促進する「ひきこもり支援フォーラム」の
              開催
　　　　　 ・圏域ごとに、関係者の連携強化と支援推進を図るため「ひきこもり
              支援実践研究会」を設置
　　　　　 ・相談窓口等のマップの配布や、ホームページ等による普及啓発
　　　　　 ・ひきこもり支援を行う団体に対し、居場所設置に係る費用の一部を
              助成

*相談窓口を明確にした市町村数：全市町村（2023年度）

9,370 R４当初 8,925

(健康福祉部-12)



事　　業　　内　　容　及　び　金　額　（千円）
(＊は成果目標）

事　業　名
［事業改善シート番号］

（関係するSDGｓのアイコン）

34 信州パーソナル・サポート
事業費

[050402]

地域福祉課 R５要求

◎ シニア世代の社会参加の促進

35 人生100年時代シニア活躍

推進事業費

[050502]

　　　  　　発）

*長野県シニア大学卒業後の社会参加活動実施率：60％(2017年度)

　→維持・向上(2023年度)

*生きがいのある元気高齢者の割合：60％(2019年度)  →維持・向上(2023年度)

健康増進課 R５要求

シニア世代が培ってきた豊富な知識と経験を社会参加や仕事などの様々なス
テージで活かし、活躍できる社会の実現を目指すため、長野県長寿社会開発
センターによる生きがいづくりの機会の創出や、シニア活動推進コーディネー
ターによるシニアが地域で活躍できる仕組みづくりを支援します。

　　　1　長野県長寿社会開発センター運営事業補助金

　　　 　  ・シニア大学の運営、信州ねんりんピックの開催、全国健康福祉祭へ

　　　　  　の選手派遣による生きがいづくりの機会の創出

　　　２　人生100年時代シニア活躍推進事業

　　　 　  ・シニア活動推進コーディネーターによる支援（相談窓口機能、ネット

　　　  　　ワ－ク会議の開催、シニアの活躍の場の提供、社会参加の普及啓

120,464 R４当初 119,362

生活に困窮している方の自立を促進するため、一人ひとりの状況に合わせた
包括的支援を推進します。

　　　１　自立相談支援事業
　　　　　 ・生活困窮者の相談にワンストップ型で対応し、生活や就労を支援
　　　　　 ・コロナ禍の影響を克服するために必要な人員体制を整備

　　　２　住居確保給付金事業
　　　　　 ・離職等により住居を喪失した者等に家賃相当額を一定期間支給

　　　３　就労準備支援事業
　　　　　 ・一般就労に必要な生活習慣の改善や基礎能力の形成を支援

　　　４　一時生活支援事業
　　　　　 ・住居のない生活困窮者に緊急一時的に食事や宿泊場所を提供

　　　５　家計改善支援事業
　　　　　 ・家計に課題を抱える生活困窮者の家計再生を支援

　　　６　研修等従事者スキルアップ事業
　　　　　 ・市町村や相談支援機関の職員の支援技術向上を図る研修を実施

【拡】７　生活困窮家庭の子どもに対する学習・生活支援事業
　　　　　 ・生活困窮家庭を訪問し学習や生活習慣の改善等を支援
　
　　　８　伴走コーディネーターによる自立相談支援の機能強化
　　　　　 ・アウトリーチ等より丁寧な個別支援を行い就労や社会参加を支援

【新】９　生活困窮者居住・就労支援事業（再掲）
     　 　  ・住まい・就労に課題を抱える者を支援するために必要な人員体制
　　　 　    を整備

*県の生活就労支援センター（まいさぽ）の支援による就労・増収者数：
  150人（2023年度）

253,105 R４当初 244,922

[R4.6月補正] [26,776]

(健康福祉部-13)


